


石原都政が改悪
利用率が激減

もっと
使いやすい
シルバーパスに

共産党都議団  条例改正を提案

議員報酬の削減などが実現

99年度

15年度

シルバーパスの利用率
（70歳以上人口に対する発行数の割合）

72％

46％

費用弁償を受け取らず積み立て
　日本共産党都議団は、費用弁償の廃止を主張するだけでなく、
率先して実行する立場から、議員個人は受け取らず、全額積み立
て、都議を退職したときに、東京都に寄付することにしています
（※現職議員は寄付が禁止されているため）。
　その額は、17年1月時点で、約2700 万円に上っています。

共産

昨年12月には議員の期末手当引き上げに賛成 自民 公明 民進

　昨年12月の都議会には、議員の期末手当の引
き上げが提案され、それに対して、共産党都議
団、生活者ネット、かがやけTokyo（現・都民ファ
ーストの会）、東京みんなの改革、日本維新の会

東京都議会の5会派で「据え置く」ことを共同提
案しました。自民・公明・都議会民進（旧民主党）な
どが反対し実現できませんでした。

費用弁償廃止条例の採決に「反対し、棚上げ」 自民
2年にわたって

公明

　ようやく廃止が決まった費用弁償ですが、15
年3月の都議会に、共産党都議団、生活者ネット、
かがやけTokyo、東京みんなの改革、維新の党の

5会派で提案。ところが、自民・公明などが採決を
することに8議会にわたって反対し、棚上げにさ
れていました。

　70歳以上の方に交付され、見せれば都営交通と都内の
民間バスなどに料金を払わずに乗れるシルバーパス。
　かつては無料で交付されていましたが、石原都政時代の
改悪で、今では月額所得約10万円以上の方は、2万510円
を払わないとシルバーパスを発行してもらえません。「もっ
と安くしてほしい」との声は切実です。
　利用者の割合も減少し、かつての7割以上から今では5
割を切っています。

　共産党都議団は議案提案権を行使して、今議会に、シル
バーパス条例改正案を提案しました（※生活者ネットと共同）。
　内容は以下のとおりです。
①所得に応じてシルバーパスの費用負担を減らせるよう
にします
②沿線の人から要望の強い多摩都市モノレールやゆりか
もめでも使えるようにします
③神奈川県や埼玉県などとの県境に近い地域では、県をま
たいでバスを利用する機会が多いのですが、現状ではシ
ルバーパスは使えません。都内と都外を結ぶ区間でも使
えるようにします。

議会改革で前進

所得に応じて負担を
減らせるように

保育園落ちたの私だ!

一次選考の区市町村別の結果

都内の保育
4月入園決まらなかった子（　）

2万8000 人
共産党都議団が調査・発表

　保育の4月入園が決まらなかった子どもが都内47自治体で2万8000 人以上に上
ることが日本共産党都議団の調査でわかりました（1次選考終了時点）。
　引き続き、深刻な保育所不足。日本共産党都議団は、保育サービスを4年で7万人
分増やすという都の目標を前倒しで実現するため、認可保育園を大幅に増やすこと
を求めました。

条例案について記者会見で説明する日本共産党都議団＝2月21日、都庁
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　2月22日、①議員報酬の2割削減、②政務活動費の減額と会計帳簿・領収書のインターネット公開、③費用弁償の廃
止が全会一致で決まりました。
　共産党都議団は、2月8日に、上記3課題をふくめ、はばひろい議会改革の提案をし、他の党とも一致する点で共同す
るよう努力してきました。その提案は、以下の通りです。

　すみやかに都民の理解が得られるものに、という立場
から、年間報酬25％（1人426万8千円）の削減を提案。公
明党は議員報酬の2割、民進党（現・東京改革議員団）は3
割の削減を提案しました。

　「費用弁償」とは、議員報酬とは別に、議会に出席する
たびに支給される1万円、または1万2千円の交通費です。
　共産党都議団は、15年3月議会で他党とともに「実費
支給」とする改正案を提案しました。

　共産党都議団は、政務活動費の10万円減額、インタ
ーネット公開、新年会などの飲食費に使うことの禁止を
提案しました。

　海外視察について、会派ごとに行われている現在の
海外視察は中止し、抜本的な改善を行うこと、公用車使
用の見直しとルール化などを主張しています。

政務活動費の見直し

費用弁償の廃止

議員の年間25％削減

海外視察など

※1　空欄は未集計等の理由で把握できなかったもの。
※2　世田谷区、青梅市は不承諾通知の数について未集計等で回答がなかったため、申し込み人数から内定者

数を引いた人数を未内定者数として記載した。小平市は一次選考時点で不承諾通知は送っていないが、
内定にならなかった人数の回答があったため、その数を記載した。それ以外の自治体の数は不承諾者数。

※3　区部計、合計の保育申し込み数のカッコ内の数字は不承諾者数または未内定者数について把握できた自
治体のみの数字をまとめたもの。

※4　三鷹市は一次選考で５歳児の選考を行わないため、不承諾者数も５歳児を除いた人数となっている。
※5　檜原村、奥多摩町の申込者数は同じ園内で繰り上がる子どもの数を含む。 

1次
選考

千代田区
中央区
港　区
新宿区
文京区
台東区
墨田区
江東区
品川区
目黒区
大田区
世田谷区（※2）
渋谷区
中野区
杉並区
豊島区
北　区
荒川区
板橋区
練馬区
足立区

江戸川区

区部計（※3）

641
1,763
2,217
1,916
2,029
1,442
2,170
5,238
3,525
2,322
5,132
6,680

4,466
1,736
2,692
1,740
4,142
5,130
4,430
3,087

221
792
904
409
981
749
860
2,165
1,190
1,155
2,077
2,695

1,685

649
510
1,237

1,535
645

62,489
（55,632 ） 20,459

合計（※3） 87,744
(80,878) 28,051

不承諾者数または
未内定者数（※2）保育申し込み数

八王子市
立川市
武蔵野市
三鷹市（※4）
青梅市（※2）
府中市
昭島市
調布市
町田市
小金井市
小平市
日野市
東村山市
国分寺市
国立市
福生市
狛江市
東大和市
清瀬市
東久留米市
武蔵村山市
多摩市
稲城市
羽村市
あきる野市
西東京市
瑞穂町
日の出町
檜原村（※5）
奥多摩町（※5）
多摩計

2,557
1,278
1,203
1,424
622
2,030
645
1,866
2,191
937
1,442
1,350
795
612
465
319
832
500
414
752
382
811
709
295
360

190
127
39
99

25,246

511
319
563
604
66
868
95
675
493
395
360
494
209
226
188
24
310
75
63
228
39
274
300
37
76

77
23
0
0

7,592

不承諾者数または
未内定者数（※2）保育申し込み数
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